
事業番号 - - -

（ ）
事業名 生命身体事故等の原因調査・再発防止のための提言 担当部局庁 消費者庁 作成責任者

事業開始年度 平成24年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 消費 21 0017

令和4年度行政事業レビューシート 消費者庁

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

　消費者安全調査委員会において、生命・身体に係る消費者事故等の原因を究明し、当該事故の発生を防止し、また、その拡大を防ぐことである。

消費者安全課事故調査室 室長　池田　正慶

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
消費者安全法第15条等

関係する
計画、通知等

消費者基本計画（令和３年６月15日改定）
　施策番号第５章１（１）③
消費者基本計画工程表（令和３年６月15日改定）
　施策番号Ⅰ（１）③ア

翌年度へ繰越し - - - -

▲0.6 ▲0.3

令和5年度要求

当初予算 94 90 89 81 83

補正予算 ▲ 1

- - - - -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　消費者安全調査委員会が生命身体事故等の原因を究明し、被害の発生・拡大の防止のために講ずべき措置等を関係行政機関の長に提言できるよう、
本事業では、消費者安全調査委員会において調査対象となった生命身体事故等の調査などを実施する。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 82 58 59

計 93 89 88.2 81 83

予備費等 - ▲0.4 ▲0.5 -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

消費者政策調査費 32 36 ー

非常勤職員手当

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

88% 65% 67%

執行率（％） 88% 65% 67%

庁費 3 3

その他 7 5

30 30

委員手当 8令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 81 83

活動内容
（アクティビ
ティ）

調査結果を基に意見具申した関係行政機関を対象に意見に対する取組状況を確認し、取組を促す。

ー ー
活動実績 ー - -

8

委員等旅費 1 1

消費者安全調査委員会による事故等原因調査等は、事
前の情報収集、現地調査、関係者からのヒアリング、情
報解析、実験・分析、消費者安全調査委員会の委員、
臨時委員又は専門委員と議論等を行い、その総合的な
結論として報告書等を取りまとめ、公表するものであり、
特定の予算執行との対応関係を設定することは困難。

- - - -

計算式

- - -

当初見込み ー - - - - -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト ー

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

- -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　　/ - -



　

消費者の安全確保のための施策の推進

-

-ー ー

成果実績 - - -

達成度 ％ -

年度

- - -

年度

中間目標 目標最終年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

- - -

目標値 - -

- - - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.caa.go.jp/policies/evaluation/

該当箇所
○令和３年度政策評価事前分析表　：　P11

○令和３年度政策評価書　： P19

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価
、

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の

関
係

政
策
評
価

政策 消費者施策の推進

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 各種契約については、一般競争入札を基本とするところによ
り、競争性を確保している。また、随意契約となる場合であっ
ても、三者の相見積りをとるなどの手続を行い、競争性の確
保に努めた。なお、一者応札となった契約については、入札
公告の方法や日数の決定は庁内の手続きにのっとり適正に
行っており、競争性の確保の点において妥当である。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
消費者が安全・安心に暮らすために、消費者事故を防ぐ各
種の取り組みは重要であり、広く国民や社会のニーズがあ
り、的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
消費者の生命・身体の安全に関わるものであり、国が消費者
の安全確保に向け、全国統一的に実施すべき事業である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
消費者の生命・身体の安全に関わるものであり、消費者が安
全・安心に暮らすために優先度が高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
消費者政策調査費について、可能な限り職員で対応すること
でコスト削減や効率化を図っている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
調査計画を策定し、消費者安全調査委員会の承認を得るこ
とにより、真に必要なものに限定して実施している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○ 複数者の見積りをとり、費用等の妥当性を判断している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

定量的な目標が設定できない理由 定性的な成果目標と令和元年～令和3年度の達成状況・実績

本事業の目的は、生命・身体に係る消費者事故等の発生・拡大
を防ぐことであるが、当該事故の件数については、様々な要素に
よって決まり、本事業の施策をもって増減の分析・評価することは
できないため、定量的な目標を設定することは困難である。

消費者安全調査委員会において生命身体事故の原因を究明し、生命身体
事故の被害の発生、拡大の防止に向けた施策を推進する。

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標 代替指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

消費者安全調査委員会が
事故等原因調査報告書に
基づく提言を行うことによっ
て、同種の被害の発生を防
止し、その拡大を防ぐこと。
なお、目標値については、
生命・身体に係る消費者事
故等の発生状況等に左右
されるものであることから設
定することは困難。

勧告・意見先の行政機関で
取組がなされた件数

実績 件 32 11 41 - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -



事業名事業番号

外部有識者の所見

-

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

競争性の確保のため、一般競争入札における一社応札の改善に向けてさらに検討しつつ、引き続き効率的な予算執行に努めること。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
・昨年度、事業の妥当性を検証するための代替指標として、昨年度はアウトプット的指標である「提言の件数」を設定していたが、よりアウトカム
的な要素を含む指標に変更したところ。勧告・意見先の行政機関で取組がなされた件数を意識することで、結果的に取組確認の件数が増加し
たものと思料。

改善の
方向性

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、調査活動に制約があるところもあるが、引き続き生命身体事故等の原因を究明し、被害の発生、拡大
の防止のための提言を行うことで、生命身体事故等の発生・拡大の防止を図りつつ、効率的な予算執行に努める。
・事業の効率性については、一般競争入札を基本とした業者選定を行い、真に必要な事業に限定する。

平成24年度

成果物を活用し生命身体事故の原因を究明し、被害の発
生、拡大の防止のための提言を行っている。また、各関係行
政機関は意見を踏まえ、規格の改定や消費者への注意喚起
等を行っており、事故の再発防止につながっている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ‐ -

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
調査を実施する際は、事案に応じた専門家に御意見を仰ぐ
などして、コストパフォーマンスに配慮して手段・方法を選択
している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ‐ -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

- - - -

平成25年度 - - - -

現
状
通
り

一社応札の改善に向けて検討し、効率な予算執行に努める。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 - - - -

平成30年度 - - - -

令和元年度

平成28年度 - - - -

平成29年度 - - - -

平成26年度 - - - -

平成27年度 - - - -

令和3年度

令和2年度 消費者庁 0020

00192021 消費 20



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

消費者庁

６９．７百万円
・消費者安全調査委員会は、生命身体事故の原因を究明し、被害の発生、

拡大を防止するための提言を行う。

生命身体事故等の原因調査等

に関する経費

Ａ．株式会社ネオマーケティン

グ

【一般競争入札（最低価格）等】

消費者安全調査委員会への出

席手当

Ｄ．委員手当

５．９百万円

【その他】

消費者安全調査委員会への出

席等に係る出張旅費、職員の出

張旅費

Ｆ．旅費

２．１百万円

【その他】

非常勤職員手当、通勤手当、保

険料等

Ｃ．職員

３２．６百万円

【その他】

調査実施に関する委員等への謝

金及び執筆謝金等

Ｅ．諸謝金

２．６百万円

【その他】

消費者安全調査委員会の速記

料

Ｂ．扶桑速記印刷（株）

１．９百万円

【その他】



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Ａ．株式会社ネオマーケティング　外３０社 Ｂ．扶桑速記印刷（株）

費　目 使　途

雑役務費その
他

食品による乳幼児の窒息・誤嚥事故に関す
る食品の物性測定等

1 - - -

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
雑役務費その
他

エステサロン等でのＨＩＦＵ（ハイフ）による事
故に関する実態調査等

2.8
雑役務費その
他

会議速記料 1.9

Ｃ．職員 Ｄ．委員手当

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4.8 計 1.9

雑役務費その
他

「エステサロン等でのＨＩＦＵ（ハイフ）による
事故」の調査に係る実験支援業務　等

1 - - -

消費者政策調
査費

保険料等 4.4 - - -

非常勤職員手
当

非常勤職員手当、通勤手当 28.2 委員手当 消費者安全調査委員会への出席手当 1

Ｅ．諸謝金 Ｆ．旅費

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 32.6 計 1

- - - 委員等旅費 委員の出張旅費 0.3

諸謝金
調査実施に関する委員等への謝金及び執
筆謝金等

0.4 職員旅費 職員の出張旅費 0.5

計 0.4 計 0.8

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

3 株式会社アクトプロ 4120001142123
「エステサロン等でのＨＩＦＵ
（ハイフ）による事故」の調
査に係る実験支援業務　等

1
随意契約
（少額）

-

2
一般社団法人おいし
さの科学研究所

2470005001639
食品による乳幼児の窒息・
誤嚥事故に関する食品の
物性測定

1
随意契約
（少額）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社ネオマーケ
ティング

4011001046358
エステサロン等でのＨＩＦＵ
（ハイフ）による事故に関す
る実態調査　等

2.8
一般競争契約
（最低価格）

1 -

5
弁護士法人森・濱田
松本法律事務所

6010005021423
マグネットセットに関する中
華人民共和国の法規制の
調査

0.8
随意契約
（少額）

- -

-

4 OST株式会社 7040001068704
ＨＩＦＵ照射温度測定用ファ
ントムの追加購入

0.8
随意契約
（少額）

- -

-

8
株式会社メディカ
ボーテ

1010401065144 美容機器の貸与 0.7
随意契約
（少額）

- -

- -

7
イーステック株式会
社

3011101001627
ＨＩＦＵ超音波ファントムの購
入

0.7
随意契約
（少額）

-

6
株式会社ナックイ
メージテクノロジー

8010401082240
ハイスピードカメラのレンタ
ル

0.8
随意契約
（少額）

- -10 株式会社三宅企画 5010901026492
自動ドアによる事故防止の
ための消費者への啓発動
画作成

0.3
随意契約
（少額）

9
株式会社ママスクエ
アwith

7010401158330
食品による乳幼児の窒息・
誤嚥事故に関する実態調
査

0.6
随意契約
（少額）

- -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
扶桑速記印刷株式
会社

9010001027784 会議の速記録作成 1.9 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）



C

D

E

- -

2 政策調査員 - 保険料 4.4 その他 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 政策調査員 - 非常勤職員手当 27.1 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

3 政策調査員 - 通勤手当 1.1 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

3 委員C -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.3 その他 - -

- -

2 委員B -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.5 その他 -

1 委員A -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.5 その他

- -

6 委員F -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 その他 -

5 委員E -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 その他

4 委員D -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 その他 - -

8 委員H -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 その他 - -

-

7 委員G -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 その他 - -

-

- -

10 委員J -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 その他 -

9 委員I -
消費者安全調査委員会の
出席手当

0.2 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 委員A - 打合せ等出席謝金 0.3 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

-

4 委員D - 打合せ等出席謝金 0.2 その他 - -

- -

3 委員C - 打合せ等出席謝金 0.2 その他 -

2 委員B - 打合せ等出席謝金 0.2 その他

- -

7 委員G - 打合せ等出席謝金 0.1 その他 -

6 委員F - 打合せ等出席謝金 0.1 その他

5 委員E - 打合せ等出席謝金 0.2 その他 - -

9 委員I - 打合せ等出席謝金 0.1 その他 - -

-

8 委員H - 打合せ等出席謝金 0.1 その他 - -

- -10 委員J - 打合せ等出席謝金 0.1 その他



F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

2 委員A - 会議出席旅費等 0.3 その他 - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 職員A - 調査旅費等 0.5 その他 - -

-

5 職員D - 調査旅費等 0.2 その他 - -

- -

4 職員C - 調査旅費等 0.2 その他 -

3 職員B - 調査旅費等 0.3 その他

- -

8 職員F - 調査旅費等 0.1 その他 -

7 委員B - 会議出席旅費等 0.1 その他

6 職員E - 調査旅費等 0.2 その他 - -

10 委員C - 会議出席旅費等 0.1 その他 - -

-

9 職員G - 調査旅費等 0.1 その他 - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - -


